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株式会社ビジネス社（東京都新宿区：代表取締役社長 唐津隆）は、2016 年 9

月 9日に『中小企業のためのM&A戦略 損をしない会社売却の教科書』を発売

いたしました。 

 

現在、企業の合併、売買、いわゆる M&A が急増しています。台湾の鴻海がシャ

ープを買収するような大型案件だけではなく、近年増えているのが中小企業の

M&A です。その最大の理由は、いわゆる「2012 年問題」で、その年に団塊世代

の経営者が経営を退く 65 歳を迎え、中小企業の後継者不足が顕在化したこと

によりますが、その状況は現在まで続いています。それゆえ、「一代で会社を築

き上げたオーナー経営者が後継者難で会社を売却するパターン」が最も多く、そ

の他にも、「相続で多額の費用がかかるのを避ける手段」や、「会社や商品に強

みはあるが、債務超過等で経営が苦しい場合に上場企業など大会社に買収し

てもらうケース」など、さまざまな形態があります。 

大企業はM&Aに関してある程度知見がありますが、一方中小企業は、ノウハウ

が全くないところが大半です。元野村証券で、M&A案件に20年以上携わってきた第一人者である著者は、その状況に

問題意識を持っており、本書を通じて、中小企業でも M&A の知識を持つことの大切さを説いています。例えば、買収さ

れる中小企業側の知識が不足しているがゆえに、M&A 仲介業者の言いなりで売却先を決めてしまい安く買いたたか

れるケース、M&A 後、売却先の企業と、買収側両社の方針が異なることが発覚し、今までうまくいっていた会社の経営

や運営がうまくいかなくなり、社員の不満が噴出するケースなどは、枚挙にいとまがないと著者は語ります。 

 

著者は野村グループや経営共創基盤などを経て独立し、特に会社を売る側の立場に立った M&A 仲介業を 20 年以上

行っています。本書ではまず、M&Aをする意義から始まり、現状のM&Aの問題点、仲介業者との上手な関係の築き方、

さらに事前準備から最良相手の探し、そして最終交渉のまとめ方に至るまで、徹底して会社を売りたい、売らざるを得

ない人の視点に立ったノウハウを解説しています。経営共創基盤 CEO の冨山和彦氏は、「売り手こそ真の勝者。その

神髄を語る、数少ない本物の M&A 指南書」と本書を絶賛しています。会社をどう引き継がせるのか、また会社を大きく

チャンスはどこにあるのか、といった中小企業経営者にとって必須の新しい知識がぎっしりと詰まった１冊の登場です。 

 

＜本書の内容＞ 

第一章 なぜM&A をするのか？ 

第二章 仲介方式の問題点は何か？ 

第三章 相対取引がベストの進め方か？ 

第四章 アドバイザーとの契約内容は適切か？ 

第五章 具体的にどう事前準備を進めるのか？ 
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第六章 最良の相手はどのように探せばいいのか？ 

第七章 どうすれば最終交渉をスムーズにまとめられるのか？ 
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《 お問い合わせ先 》 
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